
財政状況等一覧表（平成２０年度）

（単位：百万円）

団体名　　千葉県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

745,884 135,956 60,083 941,923

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 1,504,226 1,500,671 3,555 1,371 140,441 2,567,601
基金から2,209百
万円繰入

特別会計　県債管理事業 254,668 254,668 0 0 91,211 0
基金から22,895百
万円繰入

特別会計　自動車税証紙 294,305 294,305 0 0 0 0

特別会計　地方消費税清算 20,572 20,282 290 290 0 0

特別会計　市町村振興資金 2,526 1,616 910 479 0 0

特別会計　母子寡婦福祉資金 581 335 246 2 27 0

特別会計　心身障害者扶養年金事業 749 749 0 0 143 0

特別会計　日本コンベンションセンター国際展示場事業 4,446 4,399 46 46 722 19,804

特別会計　小規模企業者等設備導入資金 12,086 9,533 2,553 2,352 1,013 9,675

特別会計　中小企業振興融資資金 260,001 260,001 0 0 130,001 0

特別会計　農業改良資金 850 267 584 2 2 237

特別会計　営林事業 427 418 9 9 272 2,984

特別会計　林業・木材産業改善資金 80 11 68 0 0 0

特別会計　沿岸漁業改善資金 443 88 355 1 2 0

特別会計　公共用地取得事業 3,527 3,527 0 0 98 5,566

特別会計　奨学資金 717 330 387 0 0 0

一般会計等 2,360,206 2,351,201 9,004 4,553 2,605,867
基金から25,104百
万円繰入

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
7,388 6,919 469 469 0 0 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,839 1,797 42 42 284 7,034 1,998

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
29,623 28,729 894 714 4,145 73,937 50,721

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
9,538 9,538 0 0 1,674 25,905 0

特別会計 上水道事業会計 71,022 64,077 6,945 - 292 214,771 0 法適用企業

特別会計 土地造成整備事業会計 47,038 42,107 4,931 - 0 56,452 0 法適用企業

特別会計 工業用水道事業会計 12,894 11,079 1,815 - 0 47,185 0 法適用企業

特別会計 病院事業会計 36,670 37,919 △ 1,249 - 9,281 28,983 19,071 法適用企業

公営企業会計等　計 1,225 454,267 71,789

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

千葉県競馬組合 40,632 40,485 148 148 0 0 0

君津広域水道企業団 6,372 5,232 1,140 4,124 0 22,204 468

北千葉広域水道企業団 11,258 9,635 1,623 3,070 0 50,151 488

一部事務組合等　計

特別会計 港湾整備事業
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

（財）成田空港周辺地域共生財団 △ 304 3,232 150 6 0 0 0 0

京葉臨海鉄道（株） 15 4,095 610 0 0 0 0 0

東葉高速鉄道（株） △ 347 △ 47,781 10,082 0 0 0 0 0

いすみ鉄道（株） △ 128 118 92 36 0 0 0 0

（財）千葉県史料研究財団 1 314 300 38 0 0 0 0

（財）千葉県私立学校教職員退職金財団 45 3,210 934 530 0 0 0 0

（社）千葉県私学教育振興会 6 1,524 595 2 0 0 0 0

（財）千葉県消防協会 △ 6 127 60 45 0 0 0 0

（財）千葉ヘルス財団 △ 3 624 300 7 0 0 0 0

（福）千葉県社会福祉事業団 66 242 10 1 0 0 0 0

（福）千葉県身体障害者福祉事業団 40 83 10 0 0 0 0 0

（財）千葉県生活衛生営業指導センター　 △ 8 52 5 30 0 0 0 0

（財）千葉県動物保護管理協会 2 282 140 0 0 0 0 0

（財）千葉県環境財団 26 1,378 20 23 0 0 0 0

（財）印旛沼環境基金 △ 1 580 275 0 0 0 0 0

（財）千葉県青少年協会 △ 4 13 1 70 0 0 0 0

（財）千葉県文化振興財団 9 658 300 45 0 0 0 0

（財）ニューフィルハーモニーオーケストラ千葉 7 50 25 61 0 0 0 0

（財）千葉県産業振興センター 17 1,512 521 777 9,181 0 0 0

千葉県信用保証協会 5,722 31,972 4,792 11 0 0 0 0

（財）かずさディー・エヌ・エー研究所　 △ 228 4,722 3,750 1,519 0 0 0 0

（株）かずさアカデミアパーク △ 124 △ 3,319 3,500 0 404 0 862 776

（財）ちば国際コンベンションビューロー 4 2,258 1,300 106 0 0 0 0

（財）千葉県観光公社 12 408 1 0 0 0 0 0

（財）千葉県勝浦海中公園センター △ 15 565 15 0 0 0 0 0

（株）幕張メッセ 227 5,691 1,000 0 0 0 0 0

（株）千葉データセンター 4 83 34 0 0 0 0 0

千葉県漁業信用基金協会 48 1,229 603 7 0 0 0 0

（社）千葉県青果物価格補償協会 2 22 5 31 0 0 0 0

千葉園芸プラスチック加工（株） 9 156 15 0 0 0 0 0

（社）千葉県緑化推進委員会 2 225 56 18 0 0 0 0

（財）千葉県漁業振興基金 394 19,993 7,370 0 0 0 0 0

（財）千葉県水産振興公社 15 585 350 130 0 0 59 54

千葉県道路公社 38 14,373 13,677 1,025 0 24,526 0 0

（財）千葉県建設技術センター　　　 △ 22 765 200 0 0 0 0 0

（財）千葉県まちづくり公社 9 6,870 23 0 0 0 5,443 544

千葉県土地開発公社 △ 5 10,380 10 8 0 10,881 0 0

（財）千葉県下水道公社 20 479 200 0 0 0 0 0

千葉県住宅供給公社 △ 14 △ 5,416 10 606 0 0 0 0

京葉都市サービス（株） △ 151 △ 83 350 0 0 0 0 0

（財）千葉県教育振興財団 59 1,714 3 136 0 0 0 0

（財）千葉県暴力団追放県民会議　 2 662 400 5 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等　計 52,094 5,273 9,585 35,407 6,364 1,374

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度

A
平成20年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 0 0 0

減 債 基 金 154,493 197,107 42,614

その他充当可能基金 6,067 17,973 11,906

充当可能基金 計 160,560 215,080 54,520

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度

A
平成20年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
A

平成20年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.55 0.48 △ 0.07 3.75 5.00 0.1

連結実質赤字比率 9.23 6.46 △ 2.77 8.75 25.00 0.1

実 質 公 債 費 比 率 12.6 11.7 △ 0.9 25.0 35.0 0.0

将 来 負 担 比 率 216.4 218.9 2.5 400.0 0.5

財 政 力 指 数 0.81 0.81 0.0 0.0

経 常 収 支 比 率 100.1 97.8 △ 2.3 1.1

0.1

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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